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科研費改革の当面の取組について 
―平成 30 年度概算要求に向けた考え方等― 

 
 

 「科研費改革の実施方針」（平成 29 年 1 月 27 日改定）、「基礎科学力の強化に関するタスクフォー

ス」議論のまとめ（平成 29 年 4 月 24 日）に基づき、「科研費審査システム改革 2018」をはじめと

する各般の制度の見直し等と併せ、以下の考え方により、必要な予算の確保・充実に努める。 
 
１ 中核的研究種目の充実を通した「科研費若手支援プラン」の実行 
 
○ 制度の基幹である「基盤研究」種目群を中心にした助成水準の向上を図る。その一環として、若

手研究者に対する支援の強化に留意しつつ、「基盤研究（Ｂ、Ｃ）」、「若手研究」（現「若手研究

（Ｂ）」）の新規採択率については、政策目標（30％）の達成を目指す重点種目と位置づけ、計

画的な向上を図る。 
 

○ 新たな重点種目「基盤研究（Ｂ）」については、①研究の高度化と国際競争の激化、②「学術変

革研究」種目群との関係、③研究者の独立性の確立・層の厚みの確保の必要性等を踏まえ、他の

基盤研究種目と併せ、種目体系における位置づけを明確化する。 
 

○ 「若手研究（Ａ）」（平成 29 年 9 月公募から新規募集停止）の基盤研究種目等への統合に当たっ

ては、当該種目の規模・性格、採択課題終了後の当該研究者の応募動向を踏まえ、「基盤研究

（Ｂ）」をはじめ、「挑戦的研究（開拓）」、「基盤研究（Ａ）」の拡充を図る。 
 

○ 採択課題に係る充足率（応募額に対する配分額の割合）については、研究種目全体を通じた最低

水準（70％）を確保する。特に、相対的低位にある「若手研究」については、当面配分額の回

復を積極的に図る。 
 
○ 研究室主宰者として活動を行おうとする際に、所属機関による一定の研究基盤整備を条件に重点

支援を行う制度（「独立基盤形成支援」）を拡充する（対象種目として、現行の「若手研究

（Ｂ）」に「基盤研究（Ｃ）」を加える）。 
  
２ 国際共同研究の推進 
 
○ 「国際共同研究加速基金」（「①国際共同研究強化」及び「②帰国発展研究」等の制度から構成）

について、海外研究者との共同研究の基盤を強化する観点から、その発展的な見直しを行う。 
・ 海外へ研究者を送り出す「①国際共同研究強化」については、現行制度に加え、より柔軟

な海外研究の形態による国際共同研究の基盤強化連携を支援する仕組みを導入する。その

際、現在の「海外学術調査」（「基盤研究（Ａ、Ｂ）」の一部）について、若手研究者の参画や

積極的な国際発信を求める等の見直しを行った上で、新たな仕組みに移行させる。 
 
・ 海外の日本人研究者の帰国に向けた予約採用の仕組み「②帰国発展研究」については、我

が国の大学等の国際化に係る支援を強化する観点から、対象範囲を一定の条件を充たす外国

人研究者へ拡大する（併せて制度名を変更）。 
※上記①の現行制度の基本的な在り方や、基盤研究種目における重点支援の適否等については、今般の見直しの実施状況を踏ま

えつつ、引き続き検討。 
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科研費による国際共同研究の推進（イメージ）

「国際共同研究強化」
・36-45歳 「基盤研究」等の既採択者
・派遣期間 半年～1年以上程度

「帰国発展研究」
・海外在住日本人研究者に対する予
約採用

「海外学術調査（基盤研究A・B）」
・研究対象・方法をフィールド調査等に
限定

〈現〉 〈新〉

「国際共同研究強化（A)」（仮称）
★年齢要件下限の引下げ（36歳→32歳（※））
 ※36歳未満の者であっても、博士号取得後5年以上
   経過した者の応募を可能に

「国際共同研究強化（B）」（仮称）
★研究対象・方法の一般化
★国際発信、グループへの若手参加の要件化
★支援規模の一本化（「基盤研究(B)」程度を目

安【P】）

国際共同研究加速基金国際共同研究加速基金

Ⅱ 補助金

Ⅰ 基金

「来日発展研究」（仮称）
★海外の外国人研究者（※）への対象拡大
 ※日本の研究機関を活動の基盤とすることが条件

派
遣
型

招
聘
型

国際共同研究の
基盤の強化・更なる
厚みの追求
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国際共同研究強化（Ａ）（仮称） 国際共同研究強化（Ｂ）（仮称）
（海外学術調査の見直し等）

見直しの方向性（要約） 年齢要件の見直し 研究対象・方法の一般化による国際共同研
究の更なる強化、競争的環境下における支
援の有効化

個人・グループ 個人 グループ

応募要件 「基盤研究」「若手研究」採択者であって、32
歳以上45歳以下の者

無し

応募総額 1200万円以下 2000万円以下

研究期間 ～3年 3～6年

派遣期間 半年～1年程度 柔軟な往復を可能化

研究計画に課される要件 無し 国際発信、
若手研究者の参画、
海外共同相手（グループ）の調書への記載

等

経費 渡航費・滞在費、研究費、
代替要員確保のための経費

研究費のみ（旅費等を含む）

「国際共同研究強化」と「海外学術調査」見直し後の種目との比較
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